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１． はじめに 

東・東南アジア各国において 廃棄物管理・資源循環の促進に関連した法制度の形成が進

展する一方で，資源生産性の改善がなかなか進んでいない．今後は，資源利用の抑制もア

ジア全体の国際協力課題となっていくものと考えられる． 

実際，オーストラリアの研究機関 CSIRO の最近の研究によると，アジア太平洋地域では

2000 年代以降，経済成長（GDP の増加単位当たり）に必要な資源が増加している．すなわ

ち，急速に資源多消費型の経済・産業構造へと変化している(Schandl and West 2010)．こ

れは，アジアが世界の工場化することで，国内需要に必要な以上の資源が流入しているこ

との表れともいえる． 

それに伴って，アジア地域の廃棄物の発生量も増大しており，吉沢・田中らの推計（吉

沢・田中ら 2006）によれば，2000年には世界の廃棄物発生量に占めるアジアの割合が 24.2％

であったのに対して，2025 年には 28％とその割合が増大するとしている．資源利用の拡大

と廃棄物の発生は，物質の消費による経済成長モデルの避けがたい一側面であると言えよ

う． 

こうした資源利用の拡大は有限な資源の逼迫という問題に加えて，資源採掘の拡大に伴

う残渣や資源精錬による廃棄物（2010 年のハンガリーでのアルミニウム工場からの汚泥流

出による汚染などが記憶に新しい）などによる環境汚染の拡大，製品使用後の廃棄物の増

大による処分場の不足や，不適切な処理やリサイクルによる環境汚染が懸念される． 

一方，アジア各国において，環境管理・廃棄物管理・リサイクルに関する政策の本格的

な導入と実施は，端緒についたばかりである（小島編 2008）．そうした中で，アジアにおい

て，リサイクル産業インフラの適正処理能力の不足，市場メカニズムによる需給調整のみ

に頼った静脈経済の活動が続けば，将来的に廃棄物由来の様々な課題をより深刻化させる

リスクが高い． 

アジアの発展途上国という観点からは，さらなる資源の効率的な利用や廃棄物の発生を
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抑制したうえで，貧困削減を視野に入れ，インフラ整備や製品需要ニーズを満たしていく

必要がある．その中では，資源生産性・資源効率の向上というアプローチの拡大が期待さ

れる．また，日本や韓国そして台湾などのアジアの先進地域は，資源の消費や廃棄物の発

生抑制に関する取組を一層進めることで，真のグリーン経済への道程を示す役割が期待さ

れていると言えるだろう． 

こうした課題を踏まえて， 我が国の今後の国際協力の方向性について，堀田(2011a およ

び 2011b)らによる持続可能な資源循環への段階的アプローチについて紹介する．その上で，

資源の消費や廃棄物の発生を抑制し，持続可能な資源管理・物質管理を可能にする政策手

段についての検討を行う． 

 

２． 持続可能な資源循環への段階的アプローチ 

アジアの発展途上国に対して，持続可能な資源循環へ向けて，まず資源の効率的な利用

や廃棄物の発生抑制に関連した国際協力の一層の充実が必要である．しかし，各国の静脈

経済の発展及びそれに関連する社会制度の発展度合いは大きく異なる．日本や台湾，韓国

のような先進経済圏，中国やマレーシアやタイなどのような新興国，そしてカンボジアや

ラオスのような後発発展途上国では，自ずとその優先課題が異なる．また，アジアの新興

国の中には，中国やマレーシアのように ODA からの卒業国へと移行しつつある国々も出て

きている．こうした点を考慮に入れると，静脈経済の発展及びそれに関連する社会制度の

発展度合いに応じた国際協力の在り方を検討していく必要があろう． 

筆者は，この点に着目して，アジアでの資源循環政策の導入および支援に関連して，１）

資源回収の改善とアクターの能力開発，２）環境外部性の内部化， ３）環境配慮設計の促

進，４）国際連携の推進という段階別アプローチを提案した（堀田 2011aおよび堀田 2011b）．

そのイメージについては、下記図１に示した。 

 



  

Phase 1: Improved Waste Management 
and Development of Capacity of Actors

•Improvement of organic waste 

management through climate co-benefit
•Nurturing interface organization to 

engage the informal sectors
•Nurturing formal industries for resource 

recovery

•Subsidies for recyclers

Phase 2: Integration of 
externalities into consumption 

and production

•Involvement of stakeholders to 
policy making

•Extended Producer Responsibility 
or other market instruments

•Good practices

•Zero Waste Factory
•Eco-Industrial Parks

•Quality Standards for Recyclables

Phase 3: Design for the 

environment in products
•Greening of Supply chain

•Green  purchasing
•Ban of throw-away products

•EPR to IPR
•Reduction policy

Least developed countries 
(Cambodia, Lao PDR and 

others)

•Lack of waste management 
and recycling legislations

•Poor infrastructure for waste 
collection and treatment

•Informal collection and 

recycling
•Difficulty of identifying 

producers

Emerging economies (China, Thailand, 

Malaysia and others)
•Start to develop waste management and 

recycling legislation and policy

•Environmentally-unsound treatment and 

recycling

•Start to have sound recycling industries but 
competition with informal sector

Industrialized economies(Japan, 

Korea, Taiwan and others)
•Recycling industries functioning as a 

basis for resource circulation policies

•Integrating upstream policy and 

downstream policy for DfE

Phase 4: Regional/international collaboration towards 

better governance for resource circulation

(departure from bilateral aids)

•Multi-lateral financial mechanism for sustainable resource 

management and resource circulation

•Policy collaboration on resource reduction

•International collaborative scheme for contributing part of 

national recycling funds

•Product information sharing in life cycle

Ecological modernization 
(harmonization of 

environmental and economic 

concerns) of recycling 
economy

 

出典：Hotta, Yasuhiko; Hayashi, Shiko; Aoki-Suzuki, Chika and Sang-Arun,Janya. (2011), “3R 

Policy Implementation in Asia: Needs for A Phased Approach” Presented At 6th International 

Conference on Industrial Ecology (ISIE 2011). June 7-10, 2011. Berkeley. 

図１ 資源循環政策導入の段階的アプローチ 

 

２．１ 資源回収の改善とアクターの能力開発 

まず，資源循環政策の効果的な運用には，インフォーマルな静脈経済の中から，リサイ

クルの担い手となる産業や業者を同定し，育成する必要がある．それは，１）資源回収の

改善とアクターの能力開発へとつながる．また，優良リサイクル業者を認知し，何らかの

資金的な支援を行うことは，処理の改善への一歩となる．こうした業者の同定，育成は，

廃棄物管理と資源回収の改善の必須条件となる．こうした業者を，地方自治体や国レベル

での３Ｒ政策の中に位置づけていく必要がある． 

 

２．２ 環境外部性の内部化 

中国等のような静脈経済の組織化と３Ｒ・資源循環政策の法制度化が進みつつある新興

国にとっては，リサイクル産業におけるプロセスの改善への動機づけをもたらす仕組みを

形成する必要がある．この場合，日本のリサイクル関連法の形成から実施に至る経験に基

づけば，中央政府レベルにおいて，政策諮問会議等を設置し，専門家，産業団体，大型の

小売業者や，輸入業者を，適切な引取と資金メカニズムの設計の議論に参加させることが

望ましい．EPR のコンセプトを参考に，関係者を適切な引取と資金メカニズムの設計に参

加させ，関係者間で負担する仕組みの導入や，台湾の資源回収管理基金を参考に，リサイ

クル基金を創設することで，優良リサイクル業者を育成するのに必要な資金が確保するこ



とも有効であろう． 

 

２．３ 環境配慮設計の促進 

また，大規模な組み立て産業や製造業を有する国では，リサイクル産業基盤の充実とと

もに，安全で容易な解体や資源回収を可能にする設計や，３Ｒに関連した新たなビジネス

モデルの構築に注力する必要がある．これは，発展途上国や新興国に限った課題ではなく，

先進経済圏も引き続き取り組むべきである．アジア地域での資源循環の適正化を考えれば，

リサイクルのし易い製品づくりなどについて，企業の自主的な活動を国際的に推進するた

めに，易リサイクル設計に関する国際ガイドラインなどを活用すること促すことなどが考

えられる． 

 

２．４ 先進国における資源消費抑制政策と国際協力 

さらに，日本のような先進経済圏の役割として，物質消費からの総環境負荷を減尐する（物

質の採掘からリサイクルまでの物質の消費に伴う環境負荷の削減）を促す強力な政策の導

入も期待される．こうした取組からのネガティブな影響を避けるためにも，国際的な政策

協調が重要となる．その際には，アジアの新興経済が，ODA 対象からの卒業を始めている

ことを考えれば，先進国から発展途上国からの一方的な援助ではなく，連携的なアプロー

チが重要となってくる．今後は，2 国間国際協力といえども，新興国の国際貢献までを視野

に入れたモデル事業とし，アジア地域での３Ｒ・資源循環の国際展開の中に位置づける必

要があるだろう． 

こうした国際連携には，持続的な資金源が必要となる．環境分野での国際協力関連の多

国間資金メカニズムが，地球環境ファシリティ(GEF)やクリーン開発メカニズム（CDM）

のように温暖化分野や生物多様性分野などに大きく偏る中で，持続可能な資源管理・資源

循環分野での多国間資金メカニズムの検討を開始することも意義がある．現状の国際協力

スキームの下では，気候変動との共便益では，エンドオブパイプ型の支援に偏り，いわゆ

る３Ｒや分別などの取組を促すものとなっていない．そのため，持続可能な資源管理，３

Ｒの推進という観点からの国際支援スキームの拡充が望まれる．この点で，アジアの新興

国が EPR 制度の導入を開始もしくは検討をしていることを考慮に入れれば，各国がリサイ

クル基金の一部を国際連携に拠出できるような仕組みは，資源循環分野での国際連携の更

なる推進へ向けて検討に値する(堀田 2011a and 2011b)． 

 

 

３． 資源生産性を乗り越える：リサイクルからリデュースへ 

1980 年代から 1990 年代にかけて，より環境汚染を出さない製造プロセスがより効率的

であると唱えるクリーナープロダクションや，廃棄物ゼロを目指すことでより環境と産業

の共生を図るゼロエミッション，産業エコロジー，産業共生(Industrial Symbiosis: 複数



の産業が，副産物や廃棄物を相互に利用して資源利用効率を高める取組など)といった考え

方が産業の環境管理に関連して影響を持つようになった．これは，環境効率・資源効率の

考え方に影響を受けた，環境効率を高めることで環境配慮と経済競争力の両立を高める環

境政策・環境マネジメントアプローチが導入され，先進国を中心に環境政策の主流となっ

てきた(堀田 2003)． 

1990 年代～2000 年代を通じて，こうした資源生産性を製品・サービス単位で高めていく

アプローチは，OECD諸国を中心に持続可能な資源循環に有効とされてきた(例えば，OECD 

2008)．日本では，資源生産性を，資源循環型社会達成のための 1 つの指標として活用して

きた．実際に，日本では，リサイクルが進むと同時に，資源生産性も向上してきた． 

しかし，資源生産性・資源効率向上型アプローチは，日本の過去の成長モデルと環境政

策の成功に由来している．持続可能な資源循環，資源管理という観点からは，現状のリサ

イクル中心の資源効率・生産性中心の政策パラダイムから資源消費からの総環境負荷さら

には資源消費の抑制を意図したパラダイムへの転換が必要となってくるだろう．実際に，

製品・サービスや事業所もしくは特定技術単位での資源効率を高める形での，資源循環お

よび資源利用抑制政策には，いくつかの限界が指摘されている． 

これらを整理すると，「リバウンド効果によるエコ効率/資源効率改善型のアプローチその

もの限界」，「リサイクルが資源需給ギャップを満たすことの限界」，そして「資源の採取・

採掘・輸入に伴う隠れた環境負荷の増大」の 3 点にまとめることができる． 

まず，持続可能な資源管理に関して，エコ効率/資源効率改善型のアプローチそのもの限

界の指摘がされている．エネルギー効率の改善がエネルギー利用の減尐につながらなかっ

たといった知見から「リバウンド効果(rebound effect)」の存在が指摘されている(Ayers 

2005)(Herring 2008)．リバウンド効果とは，技術や製品の効率向上がトータルで見た資源

消費量の削減にはつながらず，却って，消費量を増加させる現象を指している．言い換え

るならば，効率改善による資源消費のリバウンド効果によって，地球レベルでの総環境負

荷は増大しつつあるという課題である．例えば，Dauvergne は，冷蔵庫のエネルギー効率

を改善する努力が，世界規模で冷蔵庫の大きさと使用が拡大することで結果として電力の

消費増大につながっている例を示している(Dauvergne 2008：119-128)．また，Jorgenson 

and Clark 2011 では，1960 年～2003 年にかけて 65 カ国の比較研究を行い，エコロジカル

フットプリントと経済発展の間に，相対的なデカップリングが起きてはいないと結論付け

た．Jorgenson and Clark 2011 では，「環境効率の改善が，生産の規模と集約を伴った時に

は，環境の持続可能性に結び付くとは言えない」(240)と結論付けている．これは，資源生

産性の向上によって，資源の消費と経済成長の間のデカップリングが可能になるという考

え方を前提にした政策アプローチに，大きな課題を示している．この点について，最近で

は，オーストリアの Institute for Social Ecology のグループが，資源生産性の改善は，省

資源への取組やリサイクル・省資源政策効果が主因となっているものではなく，経済成長

が主導する場合が多いとの見解を示している(Steinberg and Krausmann 2011)．すなわち，



資源生産性の向上と経済成長はカップリングしており，資源消費の抑制にはつながらない

という懸念が存在する．本論は，資源生産性，効率の向上戦略を否定することを意図して

はいない．ここで，議論したいのは，資源生産性，効率の向上のアプローチには，資源消

費の抑制につながる政策アプローチをパッケージとして導入する必要があるのではないか

という問題提起である．実際に，日本の循環型社会政策の進捗指標として資源生産性が導

入された際にも同様の懸念が存在した．これについては，循環利用率の向上と最終処分量

の減尐が合わさることで一次資源の消費の抑制が図られるとの理解が存在したという1． 

次に，典型的な循環可能資源である金属について考えるならば，金属スクラップのリサ

イクルが金属資源の需給ギャップを満たすことの限界も指摘されている．今後も，発展途

上国経済でのインフラ整備の必要性や低炭素化技術の普及により世界的に金属の需要が急

速に増加すると予測されている(原田 2010a)．金属は理想的なリサイクル材ではあるものの，

金属スクラップのリサイクルだけでは，こうした急増すると予想される金属需要に対応で

きないという指摘も出ている．Grosse は，フランスの環境サービス企業・リサイクル産業

の経験および金属の将来需要の予測から，主要金属の世界需要増加を年率１％以下に抑え

ない限り，金属スクラップのリサイクルは金属資源ストックの延命に貢献できないと指摘

する（Grosse 2010：paragraph 117）． 

更に，新たな技術ニーズによって，金属資源の採取・採掘・輸入に伴う隠れた環境負荷

が増大するリスクを指摘する声もある．（独）物質材料研究機構の原田幸明（2010b）は，

低炭素化技術に関する議論に資源管理の観点が欠けていることに警鐘を鳴らしている．例

えば，原田の試算によれば，日本の自動車のうち半分が燃料電池車に置き換わった場合，

現在の技術では 250 トンのプラチナが必要となり，これは鉱石採掘量に換算すると 300 メ

ガトンとなるとしている．資源採掘に伴う残渣（いわゆる隠れたフロー）の発生抑制が必

要となると主張する． 

 以上の 3 点から示唆される点は，持続可能な資源循環に向けて，リサイクルの推進に見

られる資源効率・生産性向上型のアプローチに加えて，資源利用に伴う総環境影響の減尐，

更に資源利用の抑制につながる政策アプローチが必要となるということである．では，社

会経済全体での資源利用とそこからの総観光負荷の減尐につながるような政策ツールにど

のようなものがあるのだろうか？ 

 

４． リデュースのための政策ツールの検討 

持続可能な資源循環を構築し，更には資源利用・消費の抑制を行うためには，資源利用

に伴う経済の外部性を，資源利用の各段階で，内部化し，ライフサイクル全体で持続性を

配慮する政策手法を同定する必要がある． 

平成 21 年度の「環境経済の政策研究：アジアを中心とした資源循環システムの環境的，

                                                   
1 2011 年 1 月 23 日，環境省・環境法政策学会共催，循環型社会形成推進基本法制定 10 周

年記念シンポジウムにおける浅野直人の発言． 



経済的，社会的影響評価に関する研究」報告書（地球環境戦略研究機関 2010: 12-26）でも

議論したが，図２に示すように，資源管理に関わる政策の介入ポイントは，資源のライフ

サイクルで考慮した場合には，大まかに 3 点に整理できる．すなわち，天然資源の採掘・

輸入段階（下図の政策介入点１），製品の生産～消費に関わる段階（下図の政策介入点２），

そして廃棄物管理・リサイクルの段階（下図の政策介入点３）である． 

 

資源の採
取・採掘・輸

入

生産

消費

廃棄物・使
用済み製
品の管理

資源投入 製品

一般廃棄物

産業廃棄物

政策介入点１ 政策介入点２

資源回収・リ
サイクル

政策介入点３  

出典：Bringezu 2002 の Figure4.1 および堀田 1999 を基に，筆者が作成 

図２ ライフライクルから見た持続可能な資源管理に向けた政策介入ポイントのイメージ 

 

では，ライフサイクルの各段階で，政策介入はどのような効果をもたらすのであろうか？

言い換えれば，資源利用の特定段階が，資源利用抑制に最も有効な介入点となるのであろ

うか？本論では，次に，物質資源利用のライフサイクルを，天然資源の採掘・輸入段階（イ

ンプット），製品の生産～消費段階（プロダクションとコンサンプション），そして製品の

廃棄・リサイクル段階（アウトプット）の 3 段階に分類した上で，それぞれの段階での政

策手法について検討を行う． 

 ただし，ここで気をつける必要があるのは，筆者らが，Bengtsson, Hotta, Hayashi, and 

Akenji 2010 において，議論したことであるが，資源管理および資源循環に関わる政策は，

ある政策を資源のライフサイクルの特定段階で導入すると，課題を他の段階へと移行させ

てしまう可能性がある．そのため，ライフサイクルの観点から包括的な政策のパッケージ

（特定の政策目手のために，様々な政策手段を組みわせた枠組）が必要である． 

政策手段には，一般的に大きく分類して，直接規制型の手段，経済的手段，自主的規制

を促す手段，情報的手法が存在するが，実際にはこうした手段を組み合わせた枠組とパッ

ケージ型の手段が主流となっている（Bengtsson et.al. 2010）(OECD 2007b)． 

 同様の観点から，ドイツの研究者グループが，ドイツ一国の経済モデルと物質フローモ



デルを組み合わせたモデル(Panta Rhei モデル)を使用して，資源生産性を向上させるため

のマクロ政策ツールの比較分析を行っている (Distelkamp, Meyer, and Meyer 

2010)(Belischwitz et. al. 2009)．その研究で，分析対象となった政策ツールは，経済的手法，

情報的手法，そして規制型の手法である．Distelkamp らの研究では，経済的手法として，

建設材 1 トンあたりに２ユーロの資源税を課し年に５％ずつ増税することを想定している．

また，情報的手法としては，製造業での資源インプットを 20％減量するためのコンサルテ

ィングを受け，こうしたコンサルティングを受ける企業数が年に５％ずつ拡大していくこ

とを想定している．さらに，規制的手法としては，最終製品に含まれるリサイクルされた

非鉄金属の割合をファクター３（3 倍に）にする規制をかける世界的な合意が成り立ったと

仮定している． 

上記の Distelkamp らの研究が参考になるが，本論の関心は，物質資源利用のライフサイ

クルのどの段階での政策介入が，より効果的なのかを明らかにすることにある． 

更に，グローバルな経済の下での資源循環の実態は，資源と製品はそのライフサイクル：

資源の採掘段階，製品の生産段階，消費段階，そして使用済み製品の最終処理と資源回収

が，複数の国々にまたがっていることが多い．資源と製品のライフサイクルが越境的で，

脱国家的な性格を持ち始めていることは，直接規制型と情報型の政策手段の活用を前提と

したうえで，国際的に調和のとれた経済的手段が有効であると考えられる． 

上記を鑑みた上で，最近の EU，OECD，アジア３Ｒ推進フォーラム，ERIA の３Ｒ政策

作業部会，ＵＮＥＰの資源パネルの政策議論，またすでに何らかの形で存在するもしくは

導入が行われている政策ツールを参考にして，ライフサイクルの各段階において，以下の

ような経済的手段の政策効果を検証することの重要性を指摘したい．資源の採掘・輸入・

投入段階では「天然資源税」，製品の製造～消費段階では「拡大生産者責任型の政策」，そ

して廃棄・リサイクル段階では「産業廃棄物への排出従量課徴金」である． 

 

４．１ 資源の採掘・投入段階（インプット）：天然資源税 

天然資源の採掘には大きな環境負荷を伴う．鉱業を例にとれば，この段階は，鉱山の開

発の準備のための森林伐採，表土の剥ぎ取り，低品位の鉱石の処理，化学物質などを利用

した鉱石の前処理から発生する有害物質による水汚染や土壌汚染など，様々な環境影響が

ある（谷口 2005）．採掘段階での最も顕著な影響は，処理プロセスからの大量の残渣の発生

だと言える．長年鉱山技師，セメント会社の重役として鉱山開発に携わり，世界の鉱業の

実態に詳しい谷口(2005)によれば，金 1 キロを得るためには 1360 トンの廃棄物，銅 1 トン

を得るためには 1898 トンの廃棄物，鉄 1 トンを得るためには 5.35 トンの廃棄物が発生す

る．こうした値は，低炭素技術に必須とされる貴金属，レアメタル，レアアースなどにつ

いて言えば，更に高いものとなる．こうした資源の需要増大に応えるために，金属などの

資源のリサイクルが重要であると考えられるが，資源需要が急速に増大する状況下ではリ

サイクルだけでは需要と供給のギャップを埋めることは困難だと言える． 



産業用の原料の地球規模での貿易を考慮に入れた場合，上記のような採掘段階での環境

負荷は，そうした一次資源の採掘・供給源である国や地域に集中する傾向にある．言い換

えれば，一次資源の採掘・供給源となっている国における前処理は，こうした資源や原料

を活用して製品を加工・製造する国の環境負荷の軽減に貢献していると言える． 

こうした天然資源の採掘に伴う残渣の発生を抑制もしくは天然資源の消費そのものを抑

制する試みとして，欧州では資源税を活用している国がいくつか存在している．欧州環境

庁は，2008 年にイギリス，スウェーデン，イタリア，チェコ共和国での骨材/建材の採掘へ

の資源税の効果の比較分析を行っている(EEA 2008)．その中では，天然資源の循環資源に

よる代替を目的としたイギリス方式が一番成功しているとの評価を行っている． 

 Bleischwitz らは，イギリス方式を参考に(Bleischwitz et. al.2009: 272-275)，砂，礫，

石といった建築・建設用の天然資源に対して，その生産量（すなわち採掘量もしくは買い

取り料トンあたり）１トンあたりに，１．５ユーロから 2 ユーロの欧州全域での課税を行

うことを提案している．こうした課税からの収入を資源生産性基金として，資源生産性向

上に向けた技術開発や設備導入，インフラ整備に活用することを提案している．また，イ

ギリスやスウェーデンは，価格シグナルを明示的にするために，課税額を次第に増やして

いく手法を取っている．これを参考に，Blieschwitz et. al. (2009)は，価格シグナルを明示

的にするために，課税を段階的に増加させることを提案している． 

こうした政策手法を導入する場合には，貿易に対して，意図せざる結果をもたらさない

ように配慮する必要がある（Bleischwitz et. al. 2009）．実際，こうした政策を一カ国で導

入することは，中国の天然資源税の例に見られるように，資源の囲い込み関する懸念を周

辺国へと引き起こす可能性もある．また，資源税を導入した結果，イギリスでは天然資源

の採掘量が減尐したが，北アイルランドとアイルランドが地続きであり，アイルランドで

の天然資源の採掘量が増加した（天然資源採掘の移転）（EEA 2008）． 

また，同様の考え方として，バージン資源税というものがある．これは，バージン資源

に課税を行うことで，リサイクル資源の需要拡大と市場の安定化を図ろうというものであ

る(例えば，Pearce and Turner 1993)． 

天然資源税については，先述の通り，欧州環境庁(EEA2008)がイギリス，スウェーデン，

イタリア，チェコ共和国での砂・礫・岩の採掘に対する資源税の効果の比較分析を行って

いる．砂・礫・岩は，建物や道路建設等に，鉄等と並んで建設資材として使われるため，

経済成長と人口増加に伴い，使用量が増えるとともに，採掘に伴う環境影響等も大きいこ

とで知られている．その中で，天然資源税の効果として，直接的に採掘活動に伴う環境負

荷の軽減につながったという証拠は見出せなかったものの，スウェーデンおよびイギリス

の事例では，こうした資源の需要の微減および 2 次資源需要増加につながったとしている．

さらに，資源税の導入そのものが，こうした資源採掘の監視・情報管理の改善に貢献した

という効果も見られた(EEA2008)． 

 オーストラリアでも天然資源税（資源過剰利潤税）の導入については，2010 年に大き



な政策論争を呼んだようである．これに対して，OECD の事務局長は，資源価格の変動へ

の緩衝材という側面から，この政策を支持した(BBC 2010)2．こうした OECD の事務局長

の意見等に見られる，天然資源税の効果として期待されているのは，資源価格の変動への

緩衝材として天然資源税が作用するのではないかという点である． 

以上から，持続可能な資源循環に貢献する政策ツールとしての天然資源税を，以下のよ

うに仮説的に考える． 

 

 バージン資源，一次資源の投入や輸入に対して，従量ベースで税や関税をかける． 

 一次資源消費の削減と，二次資源の活用の増大が期待される． 

 しかし，課税を回避するための不法な採掘活動や不法輸入が増加する可能性もある．

また，この政策が実施されている国の企業が，されていない国の企業に対して，競

争上の不利をこうむる可能性がある．そのため，一国でこうした政策を導入した場

合と，多国間で協調して導入した場合の効果の比較を行うことが推奨される． 

 

  

４．２ 生産プロセス～製品の消費に伴う環境負荷への課税 

一般に生産プロセスとは，前処理の行われた一次資源，材料を精錬・処理し，これらの

資源・材料や部品・パーツを，製造，組立に利用段階である．製造プロセスでは，排気ガ

スや排水からの大気汚染や水質汚染，産業廃棄物や有害な副産物の発生などの様々な環境

影響が考えられる．産業廃棄物は，社会の廃棄物発生量の大きな部分を占めている．しか

し，生産プロセスからの産業廃棄物は，埋め立て処分コストの増大や，有害なものを含む

産業廃棄物や副産物の情報交換支援システムの構築といった生産者に適切なインセンティ

ブがもたらされる場合，他の生産プロセスへの資源投入が促されることが期待される． 

1970 年代以来，OECD 諸国では，生産プロセスをターゲットにした環境政策が主流であ

った．その中では，公害問題や不法投棄といった環境問題への解決へ向けてエンド・オブ・

パイプの解決策を導入してきた．PPP（汚染者負担の原則）などは，こうした政策概念の 1

つと言えるだろう． 

その後，1980 年代から 1990 年代にかけて，クリーナープロダクションやゼロエミッシ

ョンといった環境効率・資源効率の考え方に影響を受けた，環境効率を高めることで環境

配慮と経済競争力の両立を高める環境政策・環境マネジメントアプローチが導入されてき

た．確かに，こうした効率性の考え方に基づいたアプローチは，単位当たりの資源利用の

削減や，環境負荷の削減につながったかもしれない．アジアの発展途上国においても，ク

リーナープロダクションや，エコ産業団地，エコタウンといったこうした考え方に基づい

                                                   
2 BBC.co.uk 

http://www.bbc.co.uk/news/business-11753127 

November 14, 2010 

http://www.bbc.co.uk/news/business-11753127


た政策やアプローチが導入されつつある．こうしたアプローチは，製造プロセス・システ

ムの改善を重視したものであると言える． 

1990 年代や 2000 年代になると，資源循環政策は，生産される製品そのものとその利用

に関わるシステムを対象に，製品の利用後の処理での環境負荷や資源効率を高めるために，

拡大生産者責任政策(EPR)や，RoHS など製品中の物質の管理，環境配慮設計に焦点を当て

る傾向が強まってきた．アジア地域でも，日本，韓国，台湾などが，こうした製品を対象

にして，製品プロセスにまで及ぶ資源循環・環境管理政策を導入している．さらに，拡大

生産者責任政策は，生産プロセスと製品の環境負荷，さらには使用済み製品の処理に広が

る政策としてアジアでも期待を持たれている．例えば，中国や，ベトナム，タイ，インド

において，家電・電子製品を対象にした政策の導入を決定，もしくは検討している． 

こうした政策の効果としては，製品への資源投入・消費を削減するための環境配慮設計

の推進，耐久消費財の長寿命化，製品の製造に必要な資源の中の二次資源の割合の増加，

生産プロセスからの副産物/廃棄物の利用の増加，産業廃棄物の発生の抑制などが期待され

る． 

以上から，日本型や欧州型のＥＰＲ型政策とは異なるが，以下のような政策をＥＰＲ型

政策と呼称し，持続可能な資源循環に貢献する政策ツールとして仮説的に考える．  

 

 廃棄物管理とリサイクル費用を生産者に課すことで，政府（自治体）から生産者に

廃棄物管理とリサイクルのコストを移転する．すなわち，生産者に対して，生産量

に応じたリサイクル費用としての課税を行い，資源生産性基金を創設する．基金を

リサイクルセクターもしくは製造業の資源効率化への補助金として活用する． 

 廃棄物管理の改善．より効果的なリサイクルの促進．そして関係者間での使用済み

製品の管理コストのより適切な配分などが期待される．しかし，リサイクルしやす

い製品づくりを行った企業への傾斜的な課税減を行わない場合には，リサイクルし

やすいデザインや部品の再利用を可能にするデザインといった廃棄量の減尐につ

ながる環境配慮設計の推進は期待できない． 

 また，政策を導入した国からの合法，不法な使用済み製品や中古品の輸出の増大．

それによる政策を導入した国と政策を導入していない国の間での処理費用負担の

不公平という問題が生じる可能性がある．そのため，一国でこうした政策を導入し

た場合と，多国間で協調して導入した場合の効果の比較を行うことが推奨される． 

 そのため，上記で，提案した資源生産性基金を国際連携型の政策への資金源とする． 

 

４．３ アウトプットへの課税 （廃棄物排出従量課徴金制度）とは  

資源・物質利用からの環境負荷として分かりやすいのは，廃棄物の発生であり，その廃

棄物そのものと処理の方法に由来する環境汚染である．この段階での環境影響としては，

焼却処理による大気汚染，埋め立て処分による重金属等による水質汚染，埋め立て処分場



からの温暖化ガスの排出，不適正なリサイクル活動から生じる健康，環境被害などが考え

られる．更に，埋立処分場の不足は，地方政治レベルで，深刻な課題となり得る． 

 これに対処するための政策は，発生した廃棄物の適切な収集・処理の仕組の構築，埋立

処分される廃棄物の減尐，資源ライフサイクルの下流における環境・労働基準の執行によ

る明確なインセンティブを示すことで，廃棄物の流れをインフォーマルで不適正なリサイ

クル市場からフォーマルで適正なリサイクル市場へと向かわせることが期待される． 

また，本段階では，資源循環政策は，廃棄物の適切な分別，廃棄物発生の尐ない生活行

動，製品の選択編集（政府と製造／小売業とが連携し，持続可能ではない製品を市場から

排除），それに関する情報開示を可能にするラベルなどを通じて製品に利用されている資源

投入や製品の廃棄物・リサイクルに関する事業者や消費者の意識向上などである． 

関連する経済ツールとしては，廃棄物に対する排出課徴金が考えられる．例えば，日本

の自治体の中には，産業廃棄物税もしくは循環資源利用促進税、資源循環促進税と呼ばれ

る産業廃棄物の排出量に応じて，廃棄物排出者などに課税を実施しているところがある．

これは，産業廃棄物の排出抑制や減量化，リサイクル促進などへのインセンティブを与え

るとともに，適正処理推進の財源確保などを目的としている．その課税方式として，日本

の産業廃棄物税では，以下のような方式が取られている（産廃.com）． 

 

１．事業者申告納付方式 

課税義務者：産業廃棄物を中間処理施設へ搬入する事業者，または最終処分場へ搬入

する事業者 

2. 最終処分業者特別徴収方式 

 課税義務者：最終処分場に搬入される産業廃棄物の排出事業者及び中間処理業者 

3. 最終処分業者課税方式 

 課税義務者：最終処分業者及び自家処分事業者 

4. 焼却処理・最終処分業者特別徴収方式 

 課税義務者：焼却施設や最終処分場へ産業廃棄物を搬入する排出事業者，または中間

処理業者 

 

日本の多くの自治体は，上記のうち１，２，４の方式を取っている．すなわち，排出業

者（排出削減）と中間処理業者（リサイクルの推進）への課税が中心となっている．また，

課税額は，１トン 1000 円となっている． 

イギリスではトンあたり 2.5 ポンド(2010-2011 年)の埋立処分税3や，ニュージーランドで

も 1 トンあたり 10 ドル（2010 年）の埋立処分税といった同様の政策が導入されている．

イギリスの埋立処分税の制度では，Landfill Communities Fund という制度の下で，排出

                                                   
3 英国 DEFRA のウェブサイト 

http://www.defra.gov.uk/environment/waste/topics/ 

http://www.defra.gov.uk/environment/waste/topics/


者が環境配慮型の活動を行うことで減税を受けることが出来ることとなっている．ニュー

ジーランドの場合は，税収の半分が地方自治体に，もう半分が廃棄物削減基金に入ること

となっている4． 

以上から，この廃棄物排出課徴金の制度を参考に，以下のような政策を廃棄物排出従量

課徴金制度と呼称し，持続可能な資源循環に貢献する政策ツールとして仮説的に考える． 

 

 産業セクターからの産業廃棄物発生量に応じた課税を行う． 

 課税分は，リサイクルセクターへの補助金とする． 

 また，課税を段階的に導入した場合どうなるかの検討が必要である． 

 廃棄物発生量の削減，リサイクルの拡大が期待される． 

 しかし，課税を回避するための不法投棄や，海外への産業廃棄物の移転が懸念され

る． 

 

４．４ レデュース政策のまとめ 

上記の資源循環政策をパッケージとして運用することから，一般的に期待される効果と

してはいかなるものがあるだろうか？こうした点について整理するため，上記で議論した

政策の概要と期待される効果を，以下の表にまとめた． 

                                                   
4 ニュージランド環境省のウェブサイト 

http://www.mfe.govt.nz/issues/waste/waste-disposal-levy/index.html 

http://www.mfe.govt.nz/issues/waste/waste-disposal-levy/index.html


表１ 資源活用段階別のレデュース政策の例 

資源の活

用段階 

環境影響の例  レデュース政策としての検証が必要

な資源循環政策 

期待される効果  

採掘・投入

段階 

• 採掘に伴う，自然

破壊・汚染 

• 大量の残渣の発

生 

天然資源税 

• 一次資源の投入や輸入に対し

て，従量ベースで税や関税をか

ける． 

• 課税を回避するための不法な採

掘活動や不法輸入が増加する

可能性もあるため，一国でこうし

た政策を導入した場合と，多国

間で協調して導入した場合の効

果を比較する． 

・ 循環資源による

天然資源の代

替 

・ 一次資源の総

投入の減少とそ

れに伴う残渣の

発生の減少 

・ 資源生産性向

上によるリバウ

ンド効果の抑制 

生産～製

品消費段

階  

• 産業廃棄物と有

害な副産物の発

生 

• 信頼できるリサイ

クル業者の不足 

• 分別の不徹底 

• 容器・包装からの

廃棄物 

• リサイクル困難な

製品の普及 

• 使い捨て商品の

普及 

拡大生産者責任型のリサイクル費

用徴収と活用 

• 生産者に対して，生産量に応じ

たリサイクル費用としての課税を

行う． 

• それに基づいて，資源生産性基

金を創設する． 

• 基金をリサイクルセクターもしく

は製造業の資源効率化への補

助金として活用する． 

• しかし，政策を導入した国からの

合法，不法な使用済み製品や中

古品の輸出の増大．それによる

政策を導入した国と政策を導入

していない国の間での処理費用

負担の不公平という問題が生じ

る可能性がある．そのため，一

国でこうした政策を導入した場合

と，多国間で協調して導入した場

合の効果の比較を行う． 

・ リサイクル産業

の適正化と育成 

・ より効果的なリ

サイクルの促

進． 

・ 関係者間での

使用済み製品

の管理コストの

より適切な配分 

廃棄・リサ

イクル段階 

• 不適切な処理や

リサイクルによ

る，大気，土壌，

水質汚染 

• 循環資源が利用

されず，最終処分

へとまわる 

• インフォーマルで

不適切なリサイク

ル  

廃棄物への排出従量課徴金 

• 産業セクターからの産業廃棄物

発生量に応じた課税を行う． 

• 課税分は，リサイクルセクターへ

の補助金とする． 

• また，課税を段階的に導入す

る． 

• しかし，課税を回避するための

不法投棄や，海外への産業廃棄

物の移転が懸念される．そのた

め，一国でこうした政策を導入し

た場合と，多国間で協調して導

入した場合の効果の比較を行

う． 

• 最終処分量の

減少とリサイク

ルの増加 

• リサイクル産業

の改善 



 

これらの政策をパッケージとして運用することで，1 次資源消費そのものの抑制，1 次資

源の循環資源の代替の促進，循環資源の循環を促すために必要なリサイクル産業の育成と

投資の増大，循環資源が最終処分へ行く量の抑制を目指す必要がある．さらに，アジア発

展途上国に関して言えば，リサイクル産業の成長によるインフォーマルセクターの組織化

や，それに伴う貧困削減の効果等が期待されるであろう．すなわち，これらの政策のレデ

ュース効果の分析の検討をすることで、資源ライフサイクルの中での効果的な政策介入点

の同定につながる可能性がある。 

また，本稿では経済的手法を具体的な政策ツールとして提案している．しかし，EEA2008

によれば，経済的手法は，他の政策手段を組み合わせた政策パッケージ全体の中で実施さ

れる必要がある． 

 一方で，懸念としては，経済面では，環境負荷の内部化の伴い生産セクターへの負担の

増大し，生産セクターの国際競争力の減尐，課税による天然資源の外国への依存の増大，

海外への産業セクターの移転などが考えられる．また，環境面での懸念は，こうした経済

ツールの運用により，廃棄物管理費用が増大し不法投棄の増大へのインセンティブが働く

こと，輸出税がなければ天然資源の海外輸出の増大すること，廃棄物輸出増大などが考え

られるだろう．さらに，社会的な懸念としては，天然資源の採掘に依存する発展途上国で

の雇用の減尐や生産コストの増大や海外への産業移転に伴う雇用の減尐などが考えられる． 

 以上のネガティブな効果を避けるためには，国際協力による政策協調を行うことで，政

策パッケージが越境的なスピルオーバー効果を持つことを防ぐ必要がある． 

これに加えて，資源の代替効果や，他の政策や税制などとの相殺効果，技術の変化の影

響なども，資源循環政策の効果に影響を与えるであろうが，それについては本論では論じ

なかった．また，こうしたアプローチの課税額が，環境負荷の大きさを正確に反映するこ

とは難しい．例えば，環境負荷の大きいと思われる場所への課税を高くするのは難しいか

もしれない． 

一方で，こうした政策パッケージや国際協調をどのように資金面でバックアップするの

かという課題もある．すなわち，税収をどのように使うかという観点も重要である．本稿

では，リサイクル産業セクターへの補助金とすることを考えている．しかし，こうした政

策ツールの導入により，採掘や負荷が他の国に移転する可能性があるため，場合によって

は国際的な資源生産性基金の創設など、国際的支援に活用することも検討されるべきであ

ろう．例えば，アジア諸国は，リサイクル料金の徴収，リサイクル基金制度の導入を検討

しており，この仕組の中で，事前にリサイクル費用を徴収し，それを，リサイクル業者の

環境管理の改善，各国の技術開発や，優良リサイクル業者の認証などの国際協力に活用す

るということが考えられる．日本政府は，2006 年に使用済家電のおよそ 30％が輸出された

と推計している(産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会 電気・電子機器ワーキンググ

ループ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会 家電リサイクル制度評価検討小委員会 合



同会合 2008)．家電 4 品目のみで，770 万台と計算している．その後，寺園は約 518 万台

（寺園の推計による中古品の輸出台数約 478万台とスクラップとしての輸出台数 40万台を

合算した）と計算しなおしている（Terazono 2011）．2010 年に，OECD が家電のリサイク

ルについて，リサイクル費用の事前徴収を推奨している(OECD 2010)．そのため，使用済

み家電にリサイクル費用の事前徴収が導入された場合，理想的な状況では，およそ 148 億

円～220 億円5が，中古品の輸出から徴収できると推計できる．この政策が，「もし」，導入

されれば，中古品の国外への輸出への Disincentive となり国内リサイクルへまわる廃家電

の量が増える可能性もあるが，このこと自体は決して悪いことではない．この推計値が，

日本のみを対象としていることを考慮すれば，韓国や台湾などの他の地域やこれからＥＰ

Ｒを導入しようとしている各国がこの仕組みに参加した場合に，輸出国の国内リサイクル

セクターの発展のための資金源や，国際資源循環に関する国際役割分担のための資金源と

して重要なものとなり得ることが分かる．これを資源生産性国際基金，リサイクル国際基

金等として運用すれば，リサイクル産業の技術開発や投資，優良リサイクル業者への補助

金や認証システムの運用資金として活用できるかもしれない． 

 

５． まとめ 

アジア各国での資源循環関連の制度・政策の形成は進んでいるが，制度の運用へ向けて，

静脈経済の発展に沿った段階別アプローチを導入が効果的であると考えられる．これを日

本1カ国がリードするのではなく，アジア３Ｒ推進フォーラム等を活用して，各国との政策

連携，支援プログラム間の連携により達成する必要がある． 

また，今後は，資源利用の抑制をアジア全体の課題として発信していくことが重要とな

る．製品・サービスや事業所もしくは特定技術単位での資源効率を高める形での、資源循

環および資源利用抑制政策には、いくつかの限界が指摘されている。これらの限界に対処

し経済成長と資源利用のデカップリングを実現するためには、資源生産性、効率の向上の

みに頼るのではなく、資源利用の抑制につながる政策が必要であると考えられる。天然資

源税、産業セクターの売り上げに課税しリサイクル部門への補助金へと活用する政策、廃

棄物排出従量課徴金などの政策をパッケージとして運用することで、資源利用そのものの

抑制、循環資源による代替の促進、循環資源の循環を促すために必要なリサイクル産業の

育成と投資の増大、循環資源が最終処分へ行く量の抑制が期待できる。経済モデルおよび

                                                   

5約 220 億円については，産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会 電気・電子機器ワ

ーキンググループ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会 家電リサイクル制度評価検討

小委員会 合同会合(2008)，『家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書』

の輸出される中古品の台数の推計値に基づいて，現行のリサイクル料金をかけて概算して

いる．約 148 億円という数字については，家電 4 品目の輸出の割合が政府の推計と一緒で

あると仮定して，計算した． 



環境影響モデルの統合による環境政策の効果分析等を活用して、その効果についての検証

をしていく必要がある。そうすることで、資源ライフサイクルのどの時点で、最も効果的

な政策介入が可能かという知見を得ることが出来る。「環境経済の政策研究：アジアを中

心とした資源循環システムの環境的，経済的，社会的影響評価に関する研究」では、こう

した視点からの政策研究を進めている。 

また，持続可能な資源管理・資源循環分野での多国間資金メカニズムの検討などアジアレ

ベルでの更に踏み込んだ国際政策連携が必要である． 
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